１章　総論

第１節　計画の概要

１　計画策定の趣旨

　　急速に進む少子高齢化のなかで、生活様式や価値観の多様化、核家族化の進行により単身高齢者や高齢者のみの世帯が増加しており、在宅生活の困難な高齢者など地域に暮らす高齢者のニーズへのきめ細かな対応が求められています。

　　介護保険制度は、介護を社会全体で支えあう制度として平成12年度に創設され定着してきました。全国的には団塊の世代が75歳以上となる平成37年（2025年）に向けては、介護を必要とする高齢者の増加や、認知症高齢者の増加が予想され、介護サービスへの期待はさらに高まると考えられ、支え手となる世代が減少するなかで介護サービスだけで高齢者を支えることが難しくなってきています。そのため高齢者が住み慣れた地域で暮らすために地域の限りある資源を活用した効率的・効果的な仕組みづくりが必要になってきました。こうしたなか、平成26年度の介護保険法改正では高齢者が可能な限り住み慣れた地域で、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、介護、予防、医療、生活支援、住まいの５つのサービスを一体化して提供していく｢地域包括ケアシステム｣の構築に向けた取り組みの推進が行われました。
また、平成29年度には地域包括ケアシステムの強化のための改正が行われ、保険者機能の強化等による高齢者の自立支援や介護予防・重度化防止に向けた取り組みの推進、医療・介護の連携の推進、地域共生社会の実現に向けた取り組みの推進、現役世代並みの所得がある者の利用者負担割合の見直し及び介護納付金における総報酬割の導入等の措置を講ずることなどの見直しが行われました。　　

　　改正介護保険法を踏まえ、第７期介護保険事業計画策定にあたって、国より介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するための基本的な指針が示されました。本計画ではこれらの改正状況を踏まえつつ、これまでの老人福祉計画及び第６期介護保険事業計画(平成27年度～平成29年度)により取り組んできた在宅福祉サービス事業及び介護保険事業の実施状況を評価するとともに、介護保険制度の基本理念に立脚しつつ、地域包括ケアシステムの深化・推進のための方向性を示します。
　　

２　介護保険制度の主な改正内容

　　第7期介護保険事業計画の策定に合わせ、平成29年(2017年)に「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律」が成立しました。高齢者の自立支援と要介護状態の重度化防止、地域共生社会の実現を図るとともに、制度の持続可能性を確保することに配慮し、サービスを必要とする方に必要なサービスが提供されるようにすることを目的とした制度の改正が行われています。

　　改正制度の主な内容は以下の通りです。本計画の策定にあたっては、これらの制度改正の動向を踏まえた内容の見直しを行っています。

（1） 地域包括ケアシステムの深化・推進　　

1 自立支援や介護予防、重度化防止に向けた保険者機能の強化等の取組の推進

高齢化が進展する中で地域ケアシステムの構築を推進するとともに、制度の持続可能性を確保するためには、介護保険の保険者である市町村が地域の課題を分析し、高齢者がその有する能力に応じて自立した生活を送れるよう取り組みを進めることが必要であるという観点から、全市町村が保険者機能を発揮して自立支援・重度化防止に取り組むよう、データに基づく課題分析と対応（取り組み内容や目標の介護保険事業(支援)計画への記載）、適切な指標による実績評価、財政的インセンティブの付与が法律に規定されました。

市町村においてはこれまで以上に、データに基づく地域の課題の分析やそれを踏まえた取り組み内容や目標の明確化が求められるとともに、成果指標に基づく評価と事業の改善を継続的に行うことが必要となります。また、要介護状態の維持・改善や地域ケア会議の開催状況等の指標に基づいて成果を上げた市町村については、財政的な優遇措置を受けられる可能性が生まれています。
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2 医療・介護の連携の推進

　今後、増加が見込まれる慢性期の医療・介護ニーズへの対応のため、「日常的な医学管理が必要な重介護者の受け入れ」や「看とり」等の機能と、「生活施設」としての機能を兼ね備えた新たな介護保険施設として「介護医療院」が創設されます。要介護者に対し「長期療養のための医療」と「日常生活上の世話(介護)」を一体的に提供する介護保険施設（かつ医療法上の医療提供施設）として位置づけられ、現行の介護保険療養病床の経過措置期間については平成35年度(2023年度)末まで延長されます。

　また、地域包括ケアシステムの構築において重要となる医療・介護の連携に関し、都道府県による市町村に対する必要な情報提供その他の支援の規定が整備されています。

3 地域共生社会の実現に向けた取り組みの推進

　　　　支援を必要とする住民(世帯)が抱える多様で複合的な地域生活課題について、住民や福祉関係者による把握や、関係機関との連携による解決が図られることを目指す「我が事・丸ごと」の地域福祉推進の理念が規定されました。この理念の実現のため、市町村においては、地域市民の地域福祉活動への参加を促進するための環境整備や、住民に身近な圏域において分野を超えて総合的に相談に応じ、関係機関との連絡調整等を行う体制づくりに努めることが求められています。また、市町村が地域福祉計画を策定するよう努めるとともに、福祉各分野における共通事項を定め、上位計画として位置づけることが規定されました。

　　　　福祉サービスについては、高齢者と障がい児者が同一の事業所でサービスを受けやすくするため、介護保険と障がい福祉両方の制度に新たに共生型サービスが位置づけられています。

（2） 介護保険制度の持続可能性の確保

1 現役世代並みの所得のある方の利用者負担割合の見直し

　　　　平成27年８月より一定の収入のある高齢者については介護保険サービスの利用者負担を通常の１割から２割に引き上げる制度改正が行われましたが、今回の改正では、世代間・世代内の公平性を確保しつつ、制度の持続可能性を高める視点から、２割負担者のうち特に所得の高い層の負担割合が３割となります。（平成30年８月施行）ただし高額介護サービス費により月額44,400円の負担上限が定められています。

2 介護納付金における総報酬の導入

　　　　第２号被保険者（40～64歳）の保険料は、介護納付金として医療保険者に賦課されていますが、この金額を「加入者数に応じて負担する方式(加入者割)」から「報酬額に比例して負担する方式（総報酬割）」に改められ、収入の高い人ほど負担が大きくなる仕組みとなります。激変緩和の観点から、平成29年度(2017年度)から段階的に導入され、平成32年度(2020年度)に全面実施となります。

３　計画の目的及び位置づけ

（1）本計画は、介護保険対象サービスと介護保険対象外の福祉サービスが総合的、一体的に提供されるための計画です。計画期間中それらのサービス必要量の見込みや供給の確保の他、町として実施する施策やその目標を明らかにします。

　（2）本計画は、介護保険法（平成９年法律第123号）第117条及び老人福祉法（昭和38年法律第133号）第20条の8の規定により策定します。

４　計画の期間

　　本計画の期間は、平成30年度(2018年度)から平成32年度（2020年度）までの３年間を１期とする計画です。また、団塊の世代が75歳に到達することになる平成37年(2025年)の中長期的な地域の在り方をみすえた推計を行います。
５　他の計画との整合性

　　本計画は、「第６次阿南町総合計画」および「阿南町地域福祉計画」、「長野県老人福祉計画・第７期介護保険事業支援計画」等との整合を図るものです。

６　第７期介護保険計画の点検と評価

　　計画の実施状況については、毎年度、阿南町介護保険運営協議会において進捗管理を行うほか、個別の事業については「計画・実行・検証・改善」を繰り返すことで自己点検を実施します。
　　実施状況の評価については、国が提供する介護保険事業計画の策定・実行を総合的に支援するための情報システムである「見える化システム」を活用しながら、計画目標と実施状況を比較検証し評価します。

第2節　高齢者福祉の現状と課題
１　人口構造の現状と将来推計

　（1）人口の現状と将来推計
　　　　当町の人口は、平成27年には5,000人を割り、引き続き減少傾向をたどり平成30年の人口は4,700人程度が見込まれます。高齢者人口も減少していますが、65歳以下の減少に比べ、前期・後期高齢者とも減少率が少なく横ばい傾向にあり、全体として独居、老々の高齢者世帯の増加が予想され、介護者の高年齢化に伴い

さらに介護力の低下が懸念されます。　　　　　　　　　　　　　　　（別表１）
（2）要介護、要支援認定者数の推移

　　　要介護認定者の実績では平成25年度に65歳以上75歳未満の前期高齢者で25人に1人、75歳以上の後期高齢者で4人に１人となっていた認定率が、平成28年度の実績では前期高齢者が36人に1人、後期高齢者が3人に1人となり後期高齢者の認定率が高くなっています。

　　　平成27～29年度実績をもとに、国が作成した推計シートにより認定者数、出現率の推計を行いました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(別表３・４)

２　要介護者等の実態把握
　　　平成28年度に要介護認定者及び元気高齢者を対象にアンケート調査を行いました。要介護認定者は172人からの回答、元気高齢者は28人からの回答がありました。

　　　要介護認定者については、世帯全体の約43.6％が高齢者世帯となっており、主な介護者は介護ヘルパーが最も多く26.1％、次は配偶者で24.6％となっています。前回最も多かった配偶者が2番目に、また子の配偶者は19.0％となり、家庭介護から介護サービスへと介護形態が変化してきています。主な介護・介助者の年齢は60代が最も多く42.9％となっています。
また、介護が必要となった原因としては、認知症25.9％、骨折、転倒20.4％が高く、最も多かったのは高齢による衰弱が40.1％と、3年前の調査結果30.6％から10％近く増加しています。
　　　また、介護サービスについては87.2％の方が利用され、96.0％が「満足している」「どちらかといえば満足している」と回答しています。不満な点としては少数ながら利用できる回数や日数が少ない、利用料金が高いなどの回答がありました。
　　　「施設」や「高齢者向け住まい」の利用については、54％の方が可能な限り自宅での生活を望んでおり、今後の自宅での生活の継続に必要だと感じるサービスについては、移送サービス（介護・福祉タクシー等）が28.5％、外出同行（通院・買物など）が27.9％の回答がありました。今後必要な介護・高齢者施策は「通所系在宅サービスの充実」「訪問系在宅サービスの充実」「短期入所などの一時的入所サービスの充実」が多くあげられています。高齢者本人は家庭介護を望んでいるが、施設入所や、短期入所の増加は続いており、介護できる家族が少なくなっている実態もうかがえます。また施設の形態としては大規模で料金が比較的低額な相部屋施設より小規模で家庭的な個室のある施設を希望される方が多くなっています。

　　                                                                 （別表５）
３　介護保険の利用状況

　　　当町の28年度の利用状況は、居宅サービスにおいてはデイサービス等の通所介護が多くを占めていますが、施設サービス利用率が年々上がっており、居宅サービスにおいても短期入所等施設利用が多く、要介護度が上がるにつれて利用率も高くなっています。

　　　特養等の介護施設の利用率は、40.1％となっています。平成27年の改正で特養の新規入所者が原則要介護３以上に限定されたことにより、平成25年実績の50.7％から低くなっています。　　　　　　　　　　　　　　　　　（別表６）

４　高齢者福祉事業、介護保険事業の実施状況
　　○介護保険対象サービスの現状

　　　居宅サービス、地域密着型サービス、施設サービスの利用状況は、別表６のとおりですが、全体の傾向としては要介護度が低い状態の時は通所介護を中心とした居宅サービスが多く利用され、要介護３になり自宅介護が困難さを増したことで短期入所サービスが利用されるようになり要介護度４以上では施設サービスの利用が多くなる傾向となっています。

　　
○介護保険対象サービス基盤の状況（平成29年10月1日現在）

　＜居宅サービス＞

	区分
	名称
	運営主体

	地域包括支援センター
	阿南町地域包括支援センター
	阿南町

	在宅介護支援センター
	はなのき荘
	社会福祉法人萱垣会

	デイサービスセンター
	サルビア

なごみ
はなのき荘
宅老所いこいの家
	阿南町社会福祉協議会

　　　　　〃

社会福祉法人萱垣会

NPO法人 宅老所いこいの家

	地域密着型介護老人福祉施設
	太陽の家（29）
	社会福祉法人サンあなん


＜施設サービス＞

	区分
	名称
	運営主体

	介護老人福祉施設
	特別養護老人ホーム阿南荘(80人)
	社会福祉法人サンあなん

	
	特別養護老人ホーム赤石寮(70人)
	社会福祉法人萱垣会

	介護老人保健施設
	アイライフあなん（50人）
	長野県

	認知症高齢者グループホーム
	やすらぎの郷(9人)

まめだかな(9人)
	社会福祉法人萱垣会

阿南町社会福祉協議会


○介護保険対象外サービス基盤の状況（平成29年10月1日現在）

	区分
	名称
	運営主体

	養護老人ホーム措置者数
	8人
	郡内4施設

	老人クラブ
	18クラブ
	加入者数898人

	高齢者支援事業
	高齢者にやさしい住宅改良事業

介護保険利用者負担軽減事業

緊急宿泊支援事業
	阿南町

	高齢者生活福祉センター
	ここの郷(10人)

和合福祉村（9人）

みさと（10人）

新野高齢者支援ハウス（10）

富草高齢者支援ハウス（6）
	阿南町社会福祉協議会

　　　　　〃

　　　　　〃　　　　　

社会福祉法人萱垣会

NPO法人 宅老所いこいの家


阿南町の介護保険事業計画第６期の給付費は、平成27～29年にかけては横ばいとなっています。
　　　 全体的には計画を７％ほど下回っています。サービス区分を見ると、居宅介護サービス費が計画より下回り、地域密着型サービス費が計画を上回り給付に占める割合も増えています。
地域密着型サービス費は、認知症対応型共同生活介護と地域密着型介護老人福祉施設生活介護のみですが、地域密着型介護老人福祉施設は平成27年度中に100％稼働し、29床の入所が可能となっていることが、地域密着型サービス費の上昇の要因です。
介護老人保健施設サービス費ついては、5期では特別養護老人ホームが地元入所枠を増やしたことにより増加傾向でしたが、地域密着型介護老人福祉施設「太陽の家」の開設もあり、減少しております。　　
当町のサービス提供は、主にサンあなん、社会福祉法人萱垣会、阿南町社会福祉協議会、NPO法人宅老所いこいの家が介護保険サービスと高齢者福祉サービスを担ってきています。
また、旧村単位に事業所があり事業者と保険福祉行政が連携する中で地域の高齢者　の把握が行き届くことにつながり、介護サービスが必要な人を見落とすことなく、介護サービス以前の段階から生活状況を把握してきていることの現れと評価できます。
しかしながら、介護保険施設の充実は介護保険料が高額になることへつながっております。
５　課題

　　　　第7期計画における課題としては、介護給付費は横ばいで推移されますが、高齢化が進展するなかで地域包括ケアシステムを活用し、自立支援や介護予防、重度化防止に向けた取り組みが重要です。
　　　　当町では、平成13年度から転倒予防教室として「ふっとふっと事業」を積極的に推進してきており、参加者のデータ分析結果から介護度の悪化を防ぐ一定の効果が認められることが分かってきています。今後も引き続き事業の推進を図ります。
　　　　また、独居や高齢者のみ世帯、同居家族の就労などにより家庭での介護が難しいケースなど増加ので、施設入所を希望する方が増加してきましたが、施設整備が進み、飯伊地区の特養の増床や地域密着介護老人福祉施設の新設などで待機者が減少してきています。（H29年12月現在17名）
家庭介護力の低下は、介護度が高い方だけでなく、軽・中度の要介護者の施設依存も懸念されます。一方高齢者は住み慣れた自宅で少しでも長く生活できることを望んでいます。そうした高齢者の要望も尊重しなければなりません。そのためには訪問介護・看護、通所介護サービス、短期入所サービス等居宅サービスなどの充実を図り、地域をはじめ関係各機関が協力していく必要があります。しかしながら介護保険は、サービスの充実を図るほど保険料が上昇する仕組みになっており、低所得者の多い第1号被保険者にとっては、保険料の上昇は生活を圧迫することになりかねません。第７期計画では保険料が8％程上昇する見込みです。独居家庭、高齢者のみの世帯の割合が増加するとともに家庭介護力の低下が見込まれ、サービスを必要とする高齢者数は横ばいというなかでは今後も高い保険料負担を願わざるを得ない状況です。また、特養等の介護保険施設の充実は高サービスともに高負担ともなり、他の福祉施策と共に今後も議論の必要な問題だと思われます。
このため、今後さらに介護予防と在宅介護の推進に力を入れることが大切です。地域で包括的に支援していくためには、医療・介護・介護予防・生活支援・住まいの5つのサービスを一体的に受けられる地域包括ケアシステムの構築の実現が求められます。
第3節　高齢者福祉の基本目標

１　高齢者福祉の基本理念

　　　高齢者が、住み慣れた地域で安心して暮らすことができる長寿社会を作るために、在宅医療、介護、福祉の連携を図りながら、きめ細やかで多様な高齢者福祉施策の展開を図り地域包括ケアシステムの深化推進を目指します。
　　　要支援者が選択できるサービス・支援を充実し、在宅生活の安心確保を図るとともに

住民主体の多様なサービスの拡充による低廉な単価のサービス・支援の充実や利用の普及、高齢者が社会参加の促進により要介護状態を予防する事業の充実を図ります。これにより、効果的な介護予防ケアマネジメントと自立支援に向けたサービスの展開と要支援状態から自立の促進や重度化予防を促進し、費用の効率化が図られることを目指します。

　　　（重点課題）

　　　　①　高齢者の生きがいづくり、社会参加の促進

　　②　介護予防、健康づくり

　　　　③　地域包括ケアシステムの充実
　　　　④　円滑な介護サービスの提供・介護保険の運営
　　　２　平成32年度における目標

　　　　平成32年度における基本目標として、高齢者が住み慣れた地域で生きがいを持ち、安心して暮らすことができる地域社会を目指し、「地域包括ケアシステム」の構築を目標とします。

　　３　日常生活圏域の設定

　　　　当町は山間へき地であり、集落が散在しているために小学校4校、中学校2校が設置されています。そして高齢者医療の中核となる県立病院があり、介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）が2か所、地域密着介護老人福祉施設（小規模特養）１か所、介護老人保健施設が1か所あります。地域は広範ですが、日常生活圏域は町全体を１つの圏域とします。

　　４　計画策定の経過と策定後の点検体制

　　（１）計画策定の経緯

　　　本計画の策定に当たっては、住民を代表する者並びに医療・保険及び福祉の専門家並びに在宅で介護に携わる者等17名の委員で構成する「介護保険事業計画策定懇話会」を開催し、委員の意見を聞くとともに、介護サービスの傾向を把握するため、平成27年度からの介護保険利用状況の分析調査を実施しました。

　　　また、県の７期計画と調整、連携を図りました。

　（２）計画策定後の点検体制

　　　　本計画の実施状況は、介護保険及び老人福祉を取り巻く社会的な動向を勘案しつつ毎年点検することとします。
第２章　各論

第１節　高齢者保健福祉施策の展開

１　高齢者の生きがいづくり、社会参加を促進する支援

　　　　高齢者一人ひとりが生きがいをもって生活することは、高齢者の心身の健康保持につながり、ひいては要介護状態に陥ることへの抑制にもなります。

　　　　平成24年度からは団塊の世代も高齢者の仲間入りをするようになり、高齢者のライフスタイルやニーズもますます多様化してきています。そうした高齢者の多面的な社会参加を支援するとともに活動の場を提供できるよう施策の充実を図ります。

　　

　（１）老人クラブの活動支援

        ①　町内18クラブの自主的な活動を支援します。

       ②　環境美化、緑化活動、友愛訪問、見守り支援等高齢者のボランティア活動の支援をします。

  （２）高齢者スポーツの振興

　　　 ①　ゲートボール・マレットゴルフ・ウオーキング・高齢者ソフト・弓道等の振興を図ります。

　　　 ②　筋力トレーニング（ふっとふっとエクササイズ）の継続実施。

　　　 ③　気軽にスポーツ、レクリエーションを楽しむことができる環境づくりをします。

　（３）生涯学習の振興

　　　 ①　高齢者学級（研修・視察・講演等）の開催。

　　　 ②　民踊・コーラス・絵画・詩吟等各種文芸クラブ活動の支援と推進。

　　　 ③　多様な要望にこたえる学習機会を作り、情報提供や相談体制を充実させます。

　　　 ④　ボランテイアの養成と活動支援を通じ、社会参加を促進します。

　（４）就労対策

　　　 ①　高齢者が社会に貢献できる機会を創出するため「広域シルバー人材センター」への支援を行い、元気で働ける世代の就労促進と就労機会の確保に努めます。

　　　　（会員数　平成28年度末　346人）

　　　 ②　過疎、高齢化の進む本町において、農業は主に高齢者によって支えられており、老後の生きがいと健康を支える大きな柱と言えます。本町において「信州アトム」が、農産物の出荷事業を行い、野菜作りを奨励していることはそうした高齢者の要望に答える事業の一つといえます。

２　介護予防・健康づくり

　　　　　高齢者が今の運動機能を維持し、機能低下を抑制して健康に暮らすことができるよう予防対策を推進します。

　　　　

　　　　（１）継続的な健康づくり支援

　　　　　健康で自立した生活を送るために、住民一人ひとりが自分の健康に関心をもち、自らの健康管理に意欲的に取り組む必要があります。また、高齢期に要介護状態に陥る大きな原因となっている生活習慣病を予防するための取り組みを、中高年のうちから継続的に取り組むことが重要です。

1 　健康な町づくり推進事業「ふっとふっとエクササイズ」の継続

　　　　　平成14年度から誰もが簡単にどこでも行える足の手入れをはじめ、陸上・水中での下肢筋力トレーニングにより健康状態の改善と強化を図り、足からの健康づくりを進めています。

　　　　　活動性の低下や転倒の危険性など要介護状態となる要因に着目して対象者の選定を行っています。平成28年度の実績としては、参加延べ人数3,406人で延べ432教室の実施となっています。
　　　 ②　健康づくり自主活動支援

　　　　　自主的に行っている健康づくりのためのウォーキング、ランニング等を支援し、イベント開催などで継続支援と参加者の拡大を図ります。

　　　　（歩いて健康大会、みんなで走ろう駅伝大会、新野千石平ロードレース等）

　　　 ③　生活習慣病予防事業
　　　　　 40歳以上74歳以下の国民健康保険被保険者を対象にメタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）に着目した特定健康診査を実施。該当者には保健指導を重点的
   に実施。また健診受診者、保健指導実施者の拡大を図ります。

　　　 ④　その他の保健事業

　　　　　 健康手帳交付・各種がん検診・健康教育・健康相談・健康診査・訪問指導・後期高齢者健康診査など各種事業の充実を図り、高齢者の健康を守ると同時に高齢者自身の健康意識を高めます。
３　介護予防・日常生活支援総合事業
　　　　　要支援者の多様な生活支援ニーズについて、従来の予防給付として提供されていた全国一律の介護予防訪問介護及び介護予防通所介護（要支援1・2）が、平成29年度から地域支援事業（新しい総合事業）に移行しています。平成30年4月1日に完全移行となります。要支援者自身の能力を最大限いかしつつ介護予防訪問・通所介護等と住民等が参画するような多様なサービスを総合的に提供していきます。通所と訪問のみを希望される方は、基本チェックリストのみで事業対象者として判定することが可能となりました。市町村が中心となって、地域の実情に応じて住民等の多様な主体が参画し、多様なサービスを充実することにより、地域の支えあい体制づくりを推進し、要支援者等に対する効果的かつ効率的な支援を可能とします。
　　　　
　　　　①　介護予防・生活支援サービス

当町では、現行相当サービスに加えサービスＡ(緩和された基準によるサービス)を実施しています。

利用対象者は、要支援１・２及び、チェックリストによる事業対象者となります。介護予防を目的に今後、多くの方の参加が期待されます。

＜訪問型サービス＞

訪問型現行相当サービス、訪問型サービスＡを実施しています。
＜通所型サービス＞

通所型現行相当サービス、通所型サービスＡを実施しています。
＜介護予防ケアマネジメント事業＞

総合事業のみ利用する方について、従来の「介護予防サービス計画」ではなく、新しい総合事業の「介護予防ケアマネジメント」を行います。
	事業所名
	サービス種類

	阿南町社会福祉協議会介護保険事業所

	訪問型現行相当サービス

訪問型サービスＡ

通所型現行相当サービス
通所型サービスＡ　

	新野デイサービスセンターはなのき荘
	通所型現行相当サービス
通所型サービスＡ

	新野ホームヘルプセンターはなのき


	訪問型現行相当サービス

訪問型サービスＡ

	NPO法人宅老所いこいの家

	訪問型現行相当サービス

訪問型サービスＡ

通所型現行相当サービス
通所型サービスＡ　

	和合福祉村デイサービスセンターなごみ
	通所型現行相当サービス
通所型サービスＡ


（平成29年度）
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総合事業の概要

　　　　　　＊２次予防対象者把握

要支援認定 　　　　　　のための基本ﾁｪｯｸﾘｽﾄ

　基本ﾁｪｯｸﾘｽﾄで判断　　　　　　の配布は行わない

介護予防・生活支援サービス事業対象者 　　　　　一般高齢者等

地域包括支援センターが介護予防ケアマネジメントを実施

訪問看護、福祉用具等

介護予防給付 ＊全国一律の人員・運営基準

介護予防・生活支援サービス事業

総合事業

①訪問型・通所型サービス

②その他の生活支援サービス（配食サービス、安否確認、緊急時対応　等）

　＊事業内容は裁量を拡大、柔軟な人員基準・運営基準

　　　　　一般介護予防事業（要支援者等も参加できる住民運営の通いの場。全ての高齢者が対象）

従　　来　　の　　要　　支　　援　　者

要　支　援　者

介護予防給付

総合事業


②　一般介護予防事業
　　　　　 日常生活活動の向上や社会参加の促進により、個々の生きがいや自己実現にを支援し、生活の質の向上を目指すものです。従来の介護予防に加え、重度化予防を意識した効果的な取り組み促進します。

　　　　（１）地域介護予防活動支援事業

○ふれあいサロン
　　　　　　住民主体で実施する高齢者ふれあいサロンで、健康・栄養指導や防犯等生活全般にわたる講座や体操開催の支援をしています。

○ふっとふっと出前講座
　　　「足からの健康」を目指した下肢筋力トレーニングの機会を、単位老人クラブや楽しい健康のつどい、地区の集会の折に提供し支援しています。
○地域音楽療法

　　　　町内の集会所において音楽に合わせ身体を動かし歌を唄う音楽療法を実施しています。
４　包括的支援事業

　　　　　阿南町地域包括支援センターは平成18年度に設置され、平成25年から町の直営となり地域包括支援の中核となっています。地域の最前線に立ち、高齢者の総合相談業務、包括的・継続的マネジメント事業、一般介護予防支援事業、また高齢者の虐待防止・早期発見及び権利擁護など地域に暮らし続ける高齢者の生活を包括的に支援する機関として充実した地域包括ケアシステム構築に向けた中核的な機関とその体制強化を図っています。
（１）地域包括支援センターの運営

　　　　　すべての高齢者が地域で安心して生活を継続できるよう介護サービスに限らず、地域の保健・福祉・医療サービスやボランティア活動、インフォーマルサービスなどの社会資源が連携できる体制を支えるための基盤づくりを行う地域包括支援ネットワークの構築が求められています。地域包括センターはその中核として包括的なサービスケアマネジメントを行い、介護予防支援事業や総合相談支援、権利擁護といった事業を担っています。

　　　　　○地域ケア会議推進事業

　　　　　　高齢者が住み慣れた地域で自立した日常生活を送るために、地域包括支援センターは地域ケア個別会議、地区ケア会議、地域ケア推進会議を開催します。地域関係機関等の相互連携を高め、地域包括支援ネットワークを構築し、地区住民の助け合いや見守りネットワーク等、地区で必要な資源を開発します。地域ケア推進会議では地域に必要な取り組みの検討、社会基盤整備及び事業化・施策化を図り、在宅医療・介護連携推進事業、認知症総合支援事業に関する事項について検討します。
（２）地域包括支援体制の充実

①　在宅医療・介護連携の推進

医療と介護を必要とする高齢者が住み慣れた地域で人生の最期まで暮らし続けることができる在宅医療と介護を一体的に提供する体制を構築するため以下の事業を実施します。
　　ア）地域医療・介護の資源の把握
　　イ）在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討

　　ウ）切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築推進
　　エ）医療・介護関係者の情報提供の支援

　　オ）在宅医療・介護連携に関する相談支援

　　カ）医療・介護関係者の研修

　　キ）地域住民への普及啓発

　　ク）在宅医療・介護連携に関する関係市町村の連携

②　認知症施策の推進

　　　　　　　新オレンジプラン（認知症施策推進総合戦略）に基づき、認知症の人が住み慣れた地域で暮らし続けるために、認知症の容態の変化に応じて、適時・適切に切れ目なく保健医療サービス及び福祉サービスが提供される仕組みを構築します。医療や介護に携わる者の認知症対応力の向上のための取り組みを推進するとともに、認知症に精通する医療機関、介護保険事業所、専門職等と連携し、認知症の人を地域で支えるための各種施策を進めます。　

平成30年度から認知症総合支援事業実施要綱に基づき、以下の事業を推進していきます。
　　ア）認知症地域支援・ケア向上事業、
イ）認知症初期集中支援推進事業

2 　生活支援サービス体制整備事業
　　　　高齢者の住み慣れた地域での自立した日常生活を支えていく生活支援・介護予防サービスの基盤整備を推進します。地域における高齢者の生活支援等サービスの体制整備を推進するため、資源開発及び提供主体間のネットワーク構築等に向けた生活支援コーディネーターを配置し、地域の高齢者のニーズ、地域資源の状況の可視化及び問題提起を図ります。また、地縁組織等の多様な主体への協力依頼等の働きかけ、関係者間のネットワーク化等を総合的に支援・推進します。

５　任意事業
　　介護保険事業の運営の安定化を図るとともに、高齢者及び現に介護をする者等に対
し、住み慣れた地域で安心してその人らしい生活が継続できるように必要な支援を行
います。
　　　 ①　配食サービス事業

　　　　　調理が困難な高齢者に対して栄養バランスのとれた食事を提供し健康的な生活を支える一助にするとともに安否確認を行っています。

　　　　○対象者…65歳以上の独居・高齢者世帯にみの世帯で、食事の調理・調達が困難な人
	平成28年度実績
	54　名
	延べ　5,976回


　　　②　緊急通報体制の充実

　　　　　独り暮らしの高齢者の急病や災害時の迅速な対応を行うため緊急通報装置を設置しています。今後もよりよい体制の整備をすすめます。

　　　　○対象者…65歳以上の独居世帯等で緊急時対応が必要な人

　　　③　安心コール事業

　　　　　高齢者の孤立感野解消等を目的に月2回電話による安否確認を行います。

　　　　○対象者…65歳以上の独居世帯等で隔週毎の安否確認が必要な人
	平成28年度実績
	15　名
	延べ　286回


　　

　　　④　認知症高齢者見守り事業

　　　　　　認知症高齢者の安全な生活を支援するため、支援員による見守りや宅老所などの施設で一時預かりを行います。

　　　　　○対象者…地域ケア会議において見守りが必要とされた認知症の人
　　 ６　居宅における介護者の支援

　　　　　　    高齢者が、自宅で生活を続けるためには介護者の存在が不可欠です。家庭の介護力が低下していると言われる今日、介護を担う家族へのさまざまな支援が必要です。今後とも介護者のニーズを汲み上げつつ、事業に反映していきます。

　　　　　
　　　　①　居宅サービス利用料負担軽減事業

　　　　　　　居宅サービス利用料が一定額を超えた場合、利用料の１/２以内を予算の範囲内で「あなん福祉商品券」で補助します。
　　　　　　
3 　高齢者にやさしい住宅改良促進事業

　　　　　　高齢者の生活環境（居室、浴室等の改良）を整備し、自立支援を図るとともに介護者の負担軽減も図るため、経費の一部を補助します。　　　　
4 　緊急宿泊支援事業（介護者慰労等宿泊支援事業）

　　　　　　介護者が冠婚葬祭などの際に、在宅介護が困難な要介護３以上の者（認知症要介護者は要介護２以上）が宅老所等に一時宿泊する場合に必要な経費の一部を補助します。
第2節　介護保険制度によるサービス

　　１　介護保険対象サービスの見込み

　　　　　　　平成30年度～平成32年度及び平成37年度のサービス利用者数、給付費等の推計は平成27年度～29年度の実績をもとに推計を行いました。

　　　　　　　１号被保険者数、要介護認定者数は人口減少に伴い減少傾向ですが、人口減少率に比べ緩やかな減少が見込まれます。≪別表１～別表４≫

　　　　　（１）介護保険施設

　　　　　　　老人福祉施設については、広域連合による入所判定調整が行われており、特養阿南荘は市町村枠４０床を保険料の増加を防ぐため３０床を基本に、赤石寮は最近の利用実績を基に、町外施設は新規入所を考慮せずに利用者数を見込みました。老人保健施設については最近の利用実績に基づき利用者数を見込みました。療養型医療施設については平成35年度末（2023年度末）までに介護医療院へ移行することとなっていますが、1名を見込みます。　　　　　　　　　　　　　≪別表８－２≫

　　　　（２）地域密着型サービス

　　　　　　　認知症対応型共同生活介護については、町外者の退所後の町内者の入所を見込み15～16名と設定し（現在　まめだかな：5名、やすらぎの郷：9名）、地域密着型介護老人福祉施設は平成27年度から満床となっており29名の利用を見込み、通所介護は現状により見込んでおります。　　　　　　　　　　　　　≪別表８－２≫

　　　　　　　

　　　　（３）居宅サービス等

　　　　　　　見込み量の推計にあたっては、平成27～29年度の利用実績を基に算出しました。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　≪別表８－２≫

　　　　

　　　　（４）介護予防サービス等

　　　　　　　訪問、通所については、平成３０年４月１日から介護予防・日常生活支援総合事業へ完全移行するため、見込量を０とし、他のサービスについては平成27年度～29年度の利用実績を基に見込みました。　　　　　　　　　　　≪別表８－１≫　

　　　　２　地域支援事業の見込み

　　介護予防・日常生活支援総合事業（総合事業）では、平成30年4月１日から予防給付の通所介護、訪問介護が総合事業に完全移行するため、この分の増加を見込んでいます。また、一般介護予防については、現在、実施している事業を基本に、全ての高齢者を対象とした、介護予防・普及啓発の事業拡充を図ります。≪別表８－２≫

　　　地域包括的支援事業では、専門職を1人増員し、支援体制の拡充を図ります。
　　　　　　　　　　　　
　　　　３　円滑な介護サービスの提供・介護保険の運営

　　　　（１）介護サービス供給量の確保

　　　　　　　居宅サービスについては、阿南町社会福祉協議会、社会福祉法人萱垣会、NPO法人宅老所いこいの家等により必要なサービス量が供給されています。
　　　　　　　施設サービスについては、飯伊広域圏の中で調整して施設整備が図られ、供給量も増えたことと、地域密着型介護保険施設の新設により待機者も減少してきています。
　　　　　　　今後新たなサービスに対する需要が生じた場合は、既存業者による施設整備、人材育成等の支援を行い、体制の整備を図ります。　

　　　　　　　

　　　　（２）介護相談員派遣・苦情処理

　　　　　　①　介護相談員派遣事業

　　　　　　　介護福祉施設や、デイサービス等介護サービス提供の場を訪問し、利用者の話や相談に応じながら利用者の不満や不安を解消するとともに、派遣を受けた事業所の介護サービスの質の向上につなげます。

　　　　　
②　苦情処理

　　　　　　　要介護認定や介護サービスに対する不満、苦情等に迅速な対応をとりつつ、よりよいサービスの提供や制度の充実を図る必要があります。地域包括支援センターに苦情処理窓口を設置して事業者などとも連携を図りながら対処していきます。
　　　　（３）低所得者対策

　　　　　　①　介護保険利用料軽減助成事業（福祉商品券の交付）

　　　　　　　居宅サービス利用料が一定額を超えた場合、利用料の１/２以内を予算の範囲内で「あなん福祉商品券」で補助しています。
　　　　　　　今後サービス利用者が増加する現状で、在宅介護で、本当に援助を必要としている家庭を助成するよう、対象を絞り込んでいきます。
　　　　　②　介護保険・社会福祉法人等利用者負担軽減助成事業

　　　　　　　社会福祉法人の社会的役割からして、介護保険サービスを行う社会福祉法人等が低所得で特に生計が困難である者に対して利用者負担を軽減する場合、町は助成を行います。

　　　　　　　助成の対象は、社会福祉法人が利用者負担の軽減をした総額のうち、当該法人が本来受領すべき利用者負担収入の一定割合（１％）を超えた部分とし、当該法人の収支状況を踏まえて、その1/2以下の範囲内で行う。10％を超えた部分については、全額助成します。

　　　（４）適正な要介護認定の実施

　　　　　　 飯伊地域の要介護認定は、広域連合に認定審査会が設置されています。広域連合事務局、主治医意見書担当医師などと連絡を密にとり、適正に認定が実施できるよう努めます。

　　　　　　 また、認定調査は、町が行うのが原則です。調査員の組み換えなど行い、適正な調査を行います。また県などで実施する調査員研修を積極的に活用し、資質の向上を図っていきます。

　　　（５）介護給付費適正化事業

　　　　　　 長野県が策定する介護給付費適正化計画に準じて取り組みを実施します。
介護認定の適正化、ケアプランの点検等介護支援専門員の資質向上、住宅改修等の点検、国保連合会に点検を委託し縦覧点検・医療情報との突合を行い、給付費の適正化を図ります。

　　　　（６）高齢者に対する啓発・権利擁護

　　　　　①　広報等による普及啓発

　　　　　  新しいサービス内容等について、保健福祉事業やその他の事業の中で住民に十分
な周知を図ると共に、サービスの利用しやすい環境整備をします。

　　　　　　○会議や地域の行事などで啓発を行います。

　　　　　　○町広報誌、CATVを活用して周知を図ります。

　　　　　　○地域包括支援センター、各出張所が相談窓口となります。

　　　　②　成年後見制度の利用・権利擁護支援

　　　　　　高齢者のみの世帯で認知症が発症した場合、消費生活上のトラブルに巻き込まれ
たり、財産管理、虐待等の問題も起こってくる可能性が増えてきます。

　　　　　　そのようなことを未然に防止するためには、地域ケア会議などで対象者の把握に
努め、必要な場合には成年後見制度の利用や権利擁護を支援する体制を作っていきます。

　　　（７）事業者との連携

　　　　　　 町内のサービス事業者との定期的な意見交換の場を設けると共に、地域ケア会議への参加を呼びかけ、問題のあるケースの情報を共有し、連携を深めることによりサービスの質の向上も図っていきます。
第３節　高齢者福祉に対する行政等の体制

　　　１　市町村における高齢者保健福祉の推進体制

　　　　（１）保健・福祉・介護保険を担当する民生課内部の連携と連絡調整を強化し、ケア会議等を利用して、ケース把握に努めます。

　　　　（２）役場内の他の機関、部署との連携や連絡調整に努めます。

　　　　２　計画の達成状況の点検及び評価

　　　　　　　地域ケア会議、地域包括支援センター運営協議会、民生委員会等において毎年の事業の進捗状況の把握と内容点検をおこないます。

　　　　　　　また、計画に対する給付費の動向も点検を行い、評価をしていきます。

　　　　　３　関係諸団体との連携（サービスの質の向上・人材確保）

　　　　　（１）長野県・南信州広域連合との協力・調整・連絡体制の強化を図ります。

　　　　　（２）南信州在宅医療・介護連携推進協議会、飯伊地区包括医療協議会等をはじめ、保健・福祉・教育・医療関係団体との協力・連携の強化を図ります。

　　　　　　　近年介護サービスの需要が増え、サービスが多様化する中で、サービスの質の向上や人材の確保も大きな課題となっています。職場でも様々な研修など行い、サービスの向上に取り組まれていますが、生きがいある職業として、教育の現場や生涯教育の場で広く取り上げていくことも人材確保には重要です。また、子育てしながら続けられる職場であるよう、保育の充実も図っていく必要があると思われます。

　このようにこれからの介護サービスは、あらゆる関係機関、団体との協力・連携をする中で制度の充実を図っていきます。
当町では平成29年4月から総合事業が開始になったことに伴い、従来の介護予防訪問介護及び、介護予防通所、介護予防支援を介護予防・生活支援事業として実施しています。

その人に合った介護予防や高齢者の自立支援を進めるために、事業の普及促進を図るとともに対象者のニーズや実状を的確に把握する必要があります。

別表９
	事業
	内容
	対象

	通所型介護予防事業
	運動機能向上、栄養改善、閉じこもり・認知症-うつ予防、口腔機能向上等の予防
	二次予防事業対象者

	訪問型介護予防事業
	軽易な日常生活上の援助を提供、自立生活の継続と要介護状態への進行防止　
	二次予防事業対象者

	介護予防普及啓発事業
	介護予防の普及啓発
	一次予防事業対象者

	生活管理員派遣事業
	看護師による健康管理、支援
	一次予防事業対象者

	認知症高齢者見守り事業

（家庭介護者負担軽減）
	支援員による見守りやデイサービス施設での一時預かり
	認知症高齢者

	配食サービス事業
	ケア会議で配食サービスが必要と認められた者に栄養バランスのとれた食事を提供、同時に安否確認をする
	一次・二次予防事業対象者

	安心コール事業
	電話による安否確認、高齢者の孤立感の解消
	

	緊急通報対応事業
	緊急通報装置を設置し24時間体制で対応
	

	介護相談員派遣事業
	介護サービスに対する疑問、不満等受け事業者、行政への橋渡しをする
	介護サービス利用者
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										従　　来　　の　　要　　支　　援　　者 ジュウ ライ ヨウ シ エン シャ														　　　　　　＊２次予防対象者把握 ジ ヨボウ タイショウシャ ハアク

								要支援認定 ヨウシエン ニンテイ																　　　　　　のための基本ﾁｪｯｸﾘｽﾄ キホン

																				　基本ﾁｪｯｸﾘｽﾄで判断 キホン ハンダン				　　　　　　の配布は行わない ハイフ オコナ

								要　支　援　者 ヨウ シ エン シャ								介護予防・生活支援サービス事業対象者								　　　　　一般高齢者等 イッパン コウレイシャ トウ









										地域包括支援センターが介護予防ケアマネジメントを実施







								訪問看護、福祉用具等 ホウモン カンゴ フクシ ヨウグ トウ

				介護予防給付 カイゴ ヨボウ キュウフ				＊全国一律の人員・運営基準 ゼンコク イチリツ ジンイン ウンエイ キジュン









												介護予防・生活支援サービス事業 カイゴ ヨボウ セイカツ シエン ジギョウ



				総合事業 ソウゴウ ジギョウ				①訪問型・通所型サービス ホウモン カタ ツウショ カタ

								②その他の生活支援サービス（配食サービス、安否確認、緊急時対応　等） タ セイカツ シエン ハイ ショク アンピ カクニン キンキュウジ タイオウ トウ



								　＊事業内容は裁量を拡大、柔軟な人員基準・運営基準 ジギョウ ナイヨウ サイリョウ カクダイ ジュウナン ジンイン キジュン ウンエイ キジュン







								　　　　　一般介護予防事業（要支援者等も参加できる住民運営の通いの場。全ての高齢者が対象） イッパン カイゴ ヨボウ ジギョウ ヨウシエン シャ トウ サンカ ジュウミン ウンエイ カヨ バ スベ コウレイシャ タイショウ
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